
（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5455

3021 1

（直近）

125.2%

9.00 72,000 9.00 72,000 10.25 78,900 11.00 82,650 113.9%

9.00 72,000 9.00 72,000 10.00 78,000 10.25 79,950 111.1%

0 0 0.25 900 0.75 2,700 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

111.6%

- 

- 

0.0%

111.7%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 台 25 25 25 25 25

（2） 台 25 25 25 25 25

（3）

（4）

選択の
理  由

82,910 82,848 92,484 93,616

82,774

10,966

82,910

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

92,484 93,616

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

74

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

　災害即応体制継続の為、車両の維持管理は必要不可欠であるが、費用
が増加している現状を考えると、日常管理の徹底による費用の抑制が必要
である。

　災害即応体制継続の為、車両の保持・維持管理は必
要不可欠であるが、費用の増加が問題であり、車両のス
リム化及び選定なども考慮した対策が必要。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

消防活動の強化のため

法律の規定により市が行う事業のため

現有消防力の確保

消防車両の維持管理

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

消防組織法第6条

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

消防車両管理事業

消防自動車、高規格救急車等の維持管理

火災等災害に対する迅速な対応

※根拠となる法令の条項までを記入

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

実施期間

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

担当課長名

担当部課名

財

源

国・府支出金

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算） (予算）

非常勤職員

アルバイト

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

消防車両管理事業

  （平成 6年度　～　）

10,910 10,848 13,584

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防署　第3中隊

消防自動車、高規格救急車等

神谷　隆司

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5460

3021 2

（直近）

99.2%

11.00 88,000 10.25 82,000 9.30 72,540 9.95 77,610 90.7%

11.00 88,000 10.25 82,000 9.30 72,540 9.95 77,610 90.7%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

91.3%

- 

- 

- 

91.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 7,221 7,212 7,596 7,600 ー

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

東本圭司

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

通信機器管理事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防署第１中隊

消防隊員

無線従事者の養成及び通信機器の整備を行う

災害発生に迅速、的確かつ効果的な防災活動を行うため、災害情報収集体制の整備に努
める。

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

105,388

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

118,006 102,349

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

消防組織法第６条

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

通信機器管理事業

１１９番受信回数

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

通信機器の維持管理に努め、迅速的確な情報収集に万全を期すが、費用
の増加が問題である、今後、豊中市・池田市指令業務の共同運用を平成２
７年４月運用開始に向けて検討を進める。

通信機器の維持管理に努め、迅速、的確な情報の収集
に万全を期す。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

消防活動の強化のため

消防組織法第６条（市町村の消防に関する
責任）

30,006 30,056 29,809 27,778

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

118,006 112,056 102,349 105,388

112,056

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5465

3021 3

（直近）

100.2%

9.00 72,000 9.00 72,000 10.25 78,900 11.00 82,650 113.9%

9.00 72,000 9.00 72,000 10.00 78,000 10.25 79,950 111.1%

0 0 0.25 900 0.75 2,700 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

109.2%

- 

- 

- 

109.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 基 1,448 1,450 1,446 1,450 ー

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

74,888 74,894 81,800 85,546

74,894

2,888 2,894 2,900 2,896

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

消防活動の根幹となる消火栓の維持管理及び１５０ミリ以上の充足率を高め
ると共に、他の消防水利の確保に努める。

消防活動の根幹となる消火栓の維持管理及び１５０ミリ上
の充足率を高めると共に、他の消防水利の確保に努め
る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

消防活動強化のため

法律の規定により市が管理する事業のため

消火栓維持管理

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

消防法第２０条第２項

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

水利管理事業

74,888 81,800 85,546

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

火災、地震等に迅速に対応できるように維持管理を行う

消防水利の増強に努める。

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防署第１中隊

消火栓

東本圭司

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

消防水利管理事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5470

3021 4

（直近）

98.5%

15.75 126,000 17.00 131,600 15.50 119,850 15.25 115,800 91.2%

15.75 126,000 16.00 128,000 15.25 118,950 14.50 113,100 95.3%

0 1.00 3,600 0.25 900 0.75 2,700 25.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

91.3%

0.0%

- 

- 

92.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 件 415 428 479 ― ―

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

事業内容の見直し

内

訳

25 年度

(決算） (決算）

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防署　第3中隊

消防隊員

神谷　隆司

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

消防活動事業

  （平成6年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算）

1,024

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

128,987 135,074

消防活動事業

(予算）

906
財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

2,987 3,474

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

実施期間

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

　消防活動の強化及び安全管理の徹底を図るため、資機材及び個人装備
の新規購入・更新が必要となるところであるが、特に隊員の個人装備につい
ては、安全管理上計画的に更新が必要である。近年の財政状況から鑑み、
よりきめ細やかな更新計画が求められる。

　消防活動の強化及び安全管理の徹底を図るため、資
機材及び個人装備の新規購入・更新が必要となるが、近
年の財政状況から鑑み、よりきめ細やかな新規・更新計
画が求められる。特に個人装備の更新については、隊員
の安全を守るため必要となる。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

消防活動の基本となる消防資機材及び個人装備の充実

消防活動能力の強化

※根拠となる法令の条項までを記入 消防組織法第6条

平成  年度

出動回数

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

消防活動の強化のため

法律の規定により市が行う事業のため

123,272 119,528

134,050

3,7283,422

119,528

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

128,081 123,272

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5480

3021 5

（直近）

85.2%

12.75 102,000 13.25 106,000 13.25 103,350 12.75 99,450 100.0%

12.75 102,000 13.25 106,000 13.25 103,350 12.75 99,450 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

97.4%

- 

- 

- 

97.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 97 96 100 105 -

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

東本圭司

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

救助活動事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防署第１中隊

消防隊員

救助活動の基本となる隊員の保護用装備を充実する

救助業務の多様化や、社会情勢の変化に対応した救助体制の充実に努める

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

100,414

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

102,740 103,964

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

消防法第３６条の２

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

救助活動事業

出動回数

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

安全管理上、複雑多様化する救助事案に対する隊員の保護用装備の充
実・救助技術の習得に努める。また、市福祉部等との連携による、一人暮ら
し高齢者等への安否確認の実施。

安全管理の上、複雑多様化する救助事案に対する隊員
の保護用装備の充実・救助技術の習得に努める。又、市
福祉部等との連携による、一人暮らし高齢者等への安否
確認の実施。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

救助活動の強化のため

法律の規定により市が行う事業のため

740 721 614 964

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

102,740 106,721 103,964 100,414

106,721

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5565

3021 6

（直近）

98.3%

5.25 42,000 5.25 42,000 6.25 47,700 7.50 55,350 119.0%

5.25 42,000 5.25 42,000 6.00 46,800 6.75 52,650 114.3%

0 0 0.25 900 0.75 2,700 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

113.2%

- 

- 

- 

113.2%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 台 8 8 8 8 8

（2） 台 8 8 8 8 8

（3）

（4）

選択の
理  由

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

48,749

1,194 1,067 1,049 1,149

56,499

神谷　隆司

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

消防団車両管理事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防署第3中隊

消防団消防自動車

消防団消防自動車の維持管理

火災等災害に対する迅速な対応

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

43,194 43,067 48,749 56,499

43,067

(決算） (決算） (決算）

43,194

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

消防組織法第6条

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

消防団車両管理事業

事業の目的 【どのような結果を得るか】

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

  支  出  合  計　Ａ

財

源

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

　車両の維持管理費の増加が見込まれる。日常管理の徹底により費用の抑
制につなげる。

車両の維持管理費の増加が見込まれるため、日常管理
の徹底により費用の抑制につなげる。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

消防活動強化のため

法律の規定により市が行う事業のため
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

３　成果の達成状況

現有消防力の確保

消防車両などの確保

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5600

3021 7

（直近）

0.0%

2.00 16,000 1.50 12,000 0.00 0 0.00 0 0.0%

2.00 16,000 1.50 12,000 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.0%

- 

- 

- 

0.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 基 1 ─ ─ ─

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

17,170 12,859 0 0

12,859

1,170 859 0

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

現在、池田市内の消防水利の充足率は約９４％。水道本管の口径の問題、本管敷設
の費用の問題があり新たな設置は困難。また、ダイハツの敷地内の問題もあり、充足
率の向上は困難。今後も、引き続き公園の防災機能向上等の事業に参画し、他機関
と連携し耐震性貯水槽１００ｔの設置を計画していく。なお、本年度、2基の設置を計
画中である。

現在、池田市内の消防水利の充足率は約９４％。水道本管の口径の
問題、本管敷設の費用の問題があり新たな設置は困難。また、ダイハ
ツの敷地内の問題もあり、充足率の向上は困難。今後も、引き続き公
園の防災機能向上等の事業に参画し、他機関と連携し耐震性貯水槽
１００ｔの設置を計画的に実施してゆく。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

消防力の強化、安定した水利の確保

消防責任の履行

消防水利の充実

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

水道配管、特に１５０ｍｍ以上の配管口径の変更を含めた敷設がないため平成２４年度は未
実施

消防水利の基準

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成２４年度

消防施設整備事業

17,170 0 0

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

上下水道部と協議調整

火災防御にとって安定した水利の確保

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防本部　警防課

消防水利

源　　克己

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

消防施設整備事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5617

3021 8

（直近）

74.0%

2.00 8,000 1.50 8,000 1.50 11,700 0.00 0 100.0%

2.00 16,000 1.50 12,000 1.50 11,700 0 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

76.5%

- 

- 

- 

76.5%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 台 1 3 2 ─ ─

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

源　　克己

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

消防車両等整備事業

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

消防・救助救急体制の強化

消防本部　警防課

消防車両、消防資機材、救急救命用資機材

消防車両、高規格救急車の更新整備及び消防活動の基本となる資機材の充実強化

火災等災害に対する迅速対応及び病院前救護体制の充実

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

0

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）

61,550 173,715

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

Ｎｏｘ・PM法、不適合車両の更新が完了したため、今後の車両更新を計画的に基づき実施

消防法第１条、消防組織法第６条、消防力の整備指針、Ｎｏｘ・ＰＭ法

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成２４年度

消防車両等整備事業

現有消防力の確保

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

Ｎｏｘ・ＰＭ法の不適合車両の更新は完了。今後は、市の財政状況を見極め
つつ池田市にとっての必要車両、高規格救急車の使用頻度の激増、老朽
化を考慮に入れ計画を立てつつ現状に即した車両等の更新を図るように計
画してゆく。

Ｎｏｘ・ＰＭ法の不適合車両の更新は完了。今後は、市の財政状況を見
極めつつ池田市にとっての必要車両、高規格救急車の使用頻度の激
増、老朽化を考慮に入れ計画を立てつつ現状に即した車両等の更新
を図ること。また、隣接市町村との連携・連帯・応援等を視野に入れた
更新・整備を図る計画。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

消防力の維持とＮｏｘ・ＰＭ法不適合車両の更
新

消防責任の遂行

53,550 218,999 162,015 0

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

61,550 226,999 173,715 0

226,999

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5619

3021 9

（直近）

- 

0.00 0 0.00 0 1.50 11,700 2.00 15,600 - 

0 0 1.50 11,700 2.00 15,600 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

- 

- 

- 

- 

- 

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 台 1 1 ─

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

0 0 13,338 32,600

0

0 0 1,638 17,000

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

Ｎｏｘ・ＰＭ法不適合車両の更新は完了。今後は、財政状況、車両の使用頻
度、使用状況、修理状況等を見極め計画的に更新整備を進めてゆく予定で
ある。なお、本年度、細河分団の普通ポンプ車の更新・整備をいたしまし
た。

Ｎｏｘ・ＰＭ法不適合車両の更新は完了。今後は、財政状
況、車両の使用頻度、使用状況、修理状況等を見極め
計画的に更新整備を進めてゆく予定。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

消防力の現状維持とＮｏｘ・ＰＭ法の不適合車
両の更新

消防責任の遂行

現有消防力の確保

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

Ｎｏｘ・ＰＭ法の不適合車両の更新は完了したため

消防法第１条、消防組織法第６条、消防力の整備指針、Ｎｏｘ・ＰＭ法

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成２４年度

消防団車両等整備事業

0 13,338 32,600

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

消防自動車の更新整備及び消防活動の基本となる資機材の充実強化

火災等災害に対する迅速対応・充実強化

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防本部　警防課

消防団車両、消防資機材

源　　克己

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

消防団車両等整備事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

5435

3021 10

（直近）

0.0%

0.00 0 1.10 8,800 0.00 0 0.00 0 0.0%

0 1.10 8,800 0 0 0.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0.0%

- 

- 

- 

0.0%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ヶ所 2 2 2 2 2

（2） ヶ所 2

（3）

（4）

選択の
理  由

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

消防庁舎管理事業

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防本部総務課

消防本部（署）庁舎、及び細河分署庁舎

大西文夫

施策名

消防庁舎の維持管理

防災拠点の維持管理

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 00 28,088 0

人  件  費  （人・千円）

正職員

0

00

平成２４年度

消防庁舎管理工事

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

単位

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

豊中市消防本部との指令業務共同運用に伴う消防庁舎改修

消防組織法第６条（市町村の消防に関する責任）

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

３　成果の達成状況

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策

指
標
値

指令業務共同運用に伴う、消防庁舎改修が
必要なため

消防庁舎の維持管理

指令業務共同運用に伴う消防庁
舎改修＜H26予算化＞

選択の
理　由

0

平成２７年４月運用開始予定の豊中市消防本部との指令業務共同運用に
伴い、消防庁舎改修を検討委員会を中心に検討する。

豊中市消防本部との指令業務共同運用（平成２７年４月
予定）に伴う消防庁舎改修（平成２６年度予算）が発生す
る。また、消防庁舎の老朽化に伴う庁舎修繕も今後、継
続的に発生する見込みである。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

消防組織法第６条（市町村の消防に関する
責任）

0

36,888 0

36,888

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

3021 11

（直近）

0.0%

0.00 0 1.00 8,000 0.95 7,410 1.00 7,800 95.0%

0 1.00 8,000 0.95 7,410 1.00 7,800 95.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

79.4%

- 

- 

- 

79.4%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 3 4

（2） 回 4 8

（3）

（4）

選択の
理  由

9,3360 7,410

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

0 1,336 0 0

0 9,336 7,410 7,800

３　成果の達成状況

指令業務共同運用のため、豊中市との整備調整を図りながら、平成２７年４
月の運用開始にむけた円滑な導入支援対策等を実施する。

共同運用のため、構成市との整備調整を図りながら、平
成２７年４月の運用開始にむけた円滑な導入支援対策等
を実施する。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

消防の責務
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策

単位

指
標
値

豊中市との指令業務共同運用に伴うシステム
の整備と合わせ、消防救急デジタル無線の
整備を進めている。

指令業務共同運用検討委員会

指令業務共同運用作業部会

平成　　年度

消防救急デジタル無線整備事業

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

電波法第２６条

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

(決算）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

受益者負担　Ｂ

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算）

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

(決算）

消防救急無線のデジタル化

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分

7,800

松元　久志

施策名

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防署

消防救急デジタル無線

その他財源

一般財源

実施期間

消防救急デジタル無線整備事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成２３年度～平成２７年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

現在の消防救急アナログ無線を平成２８年５月末までにデジタル化に整備し運用する

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5485

3022 1

（直近）

70.8%

7.00人 56,000 7.00人 56,000 7.00人 54,600 4.00 31,200 100.0%

7.00人 56,000 7.00人 56,000 7.00人 54,600 4.00 31,200 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

97.3%

- 

- 

- 

97.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 449 476 452 600

（2） 回 200 167 250

（3） 回 1 1 1 1

（4） 回 27 17 12 40

選択の
理  由

56,142 56,353 54,850 31,353

56,353

142 353 250 153

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

３　成果の達成状況

  防火対象物及び危険物施設並びに保安３法施設の査察にあっては、市
民の生命、身体及び財産を守るため、継続して実施すること。
　防火管理者講習会にあっては、市内防火対象物の防火安全のため、防
火管理者の育成を継続して行うこと。
　市内の高齢者の命を守るため、福祉部と連携をとり、住宅防火診断を継続
すること。

防火対象物及び危険物施設並びに保安３法施設の査察
にあっては、市民の生命、身体及び財産を守るため、継
続して実施すること。
　防火管理者講習会にあっては、市内防火対象物の防
火安全のため、防火管理者の育成を継続して行うこと。
　市内の高齢者の命を守るため、福祉部と連携をとり、住
宅防火診断を継続すること。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

単位

指
標
値

　防火対象物及び危険物施設並びに保安３
法関係事業所に対する査察を継続して実施
する。

　消防法等の法律に基づく立入検査等につ
いては民間委託すべき性質のものではないと
考える。

査察（防火対象物）

防火管理者講習会

査察（危険物、保安３法）

住宅防火診断（訪問診断）

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

　消防法第１条、第４条、第８条、第１６条の５、火薬類取締法第４５条の３７、高圧ガス保安法
第６２条、液化石油ガスの保安に関する法律第８３条

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

予防活動事業

56,142 54,850 31,353

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算） (決算） (決算）
区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

　防火対象物及び危険物施設並びに保安３法施設の立入検査、高齢者宅等の住宅防火診
断を実施する。

市民生活の安全性の向上が図られる。

(予算）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事
業
コ
ス
ト
等

事業内容の見直し

内

訳

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防本部予防課

市民

杉本　二三男

施策名

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

予防活動事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号

3023 1

（直近）

101.0%

18.75 150,000 19.25 154,000 19.25 150,150 18.75 146,250 100.0%

18.75 150,000 19.25 154,000 19.25 150,150 18.75 146,250 100.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

97.7%

- 

- 

- 

97.7%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 4,886 5,107 5,165 5,223 5,310

（2） 回 46 54 74 76 78

（3）

（4）

選択の
理  由

162,047155,993 158,275

（参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

5,993 8,047 8,125 12,883

155,993 162,047 158,275 159,133

３　成果の達成状況

高齢化に伴い、救急出場件数及び救急救命処置件数は毎年増加し、これ
からも増加が考えられる中で救急資器材の確保整備にあたると共に、救急
隊員の労務管理及び応急手当普及員育成により、救命講習の普及拡大に
よりバイスタンダーの充実を図る。

救急出場回数、救急救命士の行なう救急処置件数は、
毎年増加している現状で、救急医療資機材の確保整備
に万全を期す。また、救命率の向上には、一般市民によ
る応急手当てが重要であり、救命講習の普及により、病
院前救護体制の充実を図る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

救急業務は、消防法に規定されているが、救
急講習は応急手当普及員でも実施可能。

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策

単位

指
標
値

応急手当普及員の増員により、救急講習の
実施回数、バイスタンダー人員の増加が見込
まれる。

出場回数

救命講習

平成　　年度

救急活動事業

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

消防法第３５条の５

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

(決算）

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

受益者負担　Ｂ

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算）

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

(決算）

救急業務の進展に即した教育訓練の推進、救命率の向上を図る

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分

159,133

南　　　豊

施策名

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防署　第２中隊

市民

その他財源

一般財源

実施期間

救急活動事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

アルバイト

住民に対する応急手当の習得普及に努める

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5570

3024 1

（直近）

72.5%

0.90 7,200 1.20 9,600 1.95 15,210 1.65 12,870 162.5%

0.90 7,200 1.20 9,600 1.95 15,210 1.65 12,870 162.5%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

100.9%

- 

- 

89.3%

105.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 人 180 179 175 166 180

（2） 回 231 236 289 240 240

（3）

（4）

選択の
理  由

地域防災力の主体となる消防団員（実員）確保は、ほぼ
確立されている。今後も、各種教育訓練を通じ消防団員
の質の向上を図っていく。

地域防災力の主体となる消防団員(実員）に多数の欠員が生じているため、
早急な消防団員の確保に努めなければならない。また、昨年と同様に、各
種教育訓練を通じ消防団員の質の向上を図っていく。

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

6,946 2,866

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

消防団運営事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

第 １ 期実施計画の事業名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

国・府支出金

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

消防・救急救助体制の強化

消防本部総務課

大西文夫

施策名

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

内

訳

実施期間

  支  出  合  計　Ａ

財

源

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

消防団員の教育訓練実施、及び消防団員(実員)の確保

災害時に初動対応ができるよう地域防災力の向上をさせる

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

19,860

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度

(決算）

消防団運営事業

(決算） (決算）

29,301

消防団員

３　成果の達成状況

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

消防組織法第6条(市町村の消防に関する責任）・第24条（非常勤消防団員に対する公務災
害補償）

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

単位

指
標
値

16,523 29,044

教育訓練

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

消防団員数(実員)

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

消防組織法第6条(市町村の消防に関する責
任）

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

災害時に初動対応ができている

9,323 19,444 14,091 9,856

13,936

2,587

22,355

22,726

7,779

21,265

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5560

3024 2

（直近）

122.0%

0.60 4,800 1.05 8,400 1.50 11,700 1.25 9,750 142.9%

0.60 4,800 1.05 8,400 1.50 11,700 1.25 9,750 142.9%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

138.3%

- 

- 

- 

138.3%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） ヶ所 7 7 7 7 7

（2）

（3）

（4）

選択の
理  由

5,323 12,337

内　　　　　　　　容

３　成果の達成状況

単位

指
標
値

消防団施設の維持管理

区　　　　　分

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

523 522 637

5,323 8,922 12,337

選択の
理　由

災害拠点としての維持管理ができている

昨年度と同様に、災害拠点としての消防団施設の維持管理を行なう。なお、
今後も施設修繕が、継続的に発生する見込みである。

災害拠点としての消防団施設の維持管理を行なう。な
お、今後も施設修繕が、継続的に発生する見込みであ
る。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

消防組織法第6条(市町村の消防に関する責
任）

（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

消防組織法第6条(市町村の消防に対する責任）

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

8,922

人  件  費  （人・千円）

正職員

10,391

10,391

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

事　業　費（千円） 641

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）実施期間

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防本部総務課

消防団施設(7分団）

大西文夫

施策名

消防団施設の維持管理

災害拠点の維持管理

平成　　年度

消防団施設管理事業

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名

消防団施設管理事業

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

内

訳 非常勤職員

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

アルバイト

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5435

3024 3

（直近）

100.0%

5.00 40,000 0.90 7,200 1.35 10,530 1.05 8,190 150.0%

5.00 40,000 0.90 7,200 1.35 10,530 1.05 8,190 150.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

145.6%

- 

- 

- 

145.6%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 1 1 1 1 1

（2） 人 101 101 103 98 100

（3） 人 180 179 175 166 180

（4）

選択の
理  由

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

一般財源

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

第 １ 期実施計画の事業名

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

出初式開催事業

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

担当課長名

担当部課名

非常勤職員

アルバイト

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

消防本部総務課

消防職員、消防団員、及び自主防災組織

大西文夫

施策名

消防出初式の開催

地域防災力を向上させる

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

２　事業コスト・指標値の推移

H24/H23

118

8,308

(決算）

事　業　費（千円）

人  件  費  （人・千円）

正職員

任期付短時間勤務職員

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成　　年度

出初式開催事業

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算）

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

単位

指
標
値

地域防災力が向上している

消防出初式の開催

消防団員の士気高揚

消防職員の士気高揚

３　成果の達成状況

昨年度と同様に、消防出初式を開催することにより、地域防災力を向上さ
せ、市民に防火、防災をアピールする。

消防出初式を開催することにより、今後も地域防災力を
向上させ、市民に防火、防災をアピールする。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

専門職種であるため
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

選択の
理　由

111 109 109

40,111 7,309 10,639

40,111 10,6397,309 8,308

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未 実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果

継 続 時 限



（ ） （ ）
財務会計上
の短縮番号 5495

3024 4

（直近）

100.0%

0.60 4,800 0.75 6,000 1.20 9,360 1.05 8,190 160.0%

0.60 4,800 0.75 6,000 1.20 9,360 1.05 8,190 160.0%

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

0 0 0 0 - 

155.1%

- 

- 

- 

155.1%

- 

22 年度 23 年度 24 年度 25 年度 目標値

（実績） （実績） （実績） （予定） （H26）

（1） 回 1 1 1 1 1

（2） 回 1 1 1 1 1

（3） 回 1 1 0 1 1

（4） 回 1 1 1

選択の
理  由

実施期間

内

訳

  支  出  合  計　Ａ

財

源

国・府支出金

再任用短時間勤務職員

任期付短時間勤務職員

アルバイト

正職員

 会 計 区 分 （ 会 計 名 を 記 入 ）

２４ 年 度 実 施 の 事 務 事 業
( ２５ 年 度 評 価 実 施 )

第  １  期  実  施  計  画  の
分類番号   /   事業番号   /   枝番号

担当課長名

担当部課名 消防本部総務課

池田市消防協会

大西文夫

施策名

第 １ 期実施計画の事業名 消防協会補助事業

非常勤職員

実施根拠

消防・救急救助体制の強化

池田市消防協会に対して補助を行う

火災予防思想の普及を図り、地域防災力を高める

  （平成　　年度　～　） 　（平成　　年度～平成　　年度）

※根拠となる法令の条項までを記入

２　事業コスト・指標値の推移

事　業　費（千円） 100100 100 100

(予算）

事業の目的 【どのような結果を得るか】

事業内容の見直し

区　　　　　分
25 年度

H24/H23

事
業
コ
ス
ト
等

受益者負担　Ｂ

その他財源

人  件  費  （人・千円）

8,290

8,2904,900

受益者負担率　Ｂ÷Ａ

22 年度 23 年度 24 年度

(決算） (決算） (決算）

一般財源

事 務 事 業 評 価 シ ー ト

１　事務事業の概要

補助金の見直し：平成21年度219千円から平成22年度100千円に119千円減額※見直し内容を記入

事業の対象 【誰（何）を】

財務会計上の事業名

事業の手段 【どうする（させる）ことで】

平成２２年度

消防協会補助事業

区　　　　　分 内　　　　　　　　容

指
標
値

火災予防思想の普及を図り、地域防災力が
高まっている。

防火作品(図画・習字）展示・表彰

歳末街頭防火宣伝

消防だより、防火カレンダー作成・配布

３　成果の達成状況

選択の
理　由

昨年度と同様に、池田消防協会と連携し、火災予防思想の普及を図り、地域
防災力を高める。

池田消防協会と連携し、火災予防思想の普及を図り、地
域防災力を高める。

４　担当部長が考える今後の方向性・見通し

事業主体が、池田市消防協会であるため
（参考）
   今後のアウトソーシング導入の可否

評価を踏まえた課題と対策 （参考）昨年度記載の「評価を踏まえた課題と対策」

体験フェアー『消防署に集まれ～』

4,900

単位

9,460

6,100 9,460

6,100

１ 導入済

２ 事業の全てが可能

３ 事業の一部が可能

４ 不可能

１ 事業内容・手法を改善

２ 現在の事業内容を継続

３ 事務事業を廃止

Ａ 目標に向かって順調に推移している

Ｂ 目標に向かって順調に推移していない

Ｃ 判断できない

投資的事業

実 施 未実 施

国・府の制度 国・府の制度＋市独自の制度 市独自の制度

継 続 時 限

サービス事業 定型事業プロジェクト事業

活動 成果

企業会計特別会計一般会計

活動

活動

活動

成果

成果

成果


